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カーボンニュートラルの実現に向けたカーボン・クレジットの 

適切な活用のための環境整備に関する検討会 

（第１回） 

議事録 

 

日時 ２０２１年１２月８日（水曜日）９時～１１時 

場所 WEBによる開催 

 

議題  

（１）開会 

（２）プレゼンテーション（みずほリサーチ&テクノロジーズ） 

（３）事務局資料説明 

（４）討議 

（５）閉会 

 

議事内容 

 

○井上調整官  それでは、定刻になりましたので、ただいまよりカーボンニュートラル

の実現に向けたカーボン・クレジットの適切な活用のための環境整備に関する検討会を開

催いたします。 

 本日は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、Teamsによるオンライン開催とし、

委員の皆様にもオンラインにて御参加いただいております。また、傍聴はYouTubeLiveによ

る配信で行います。 

 委員の皆様、本日は御出席いただき、誠にありがとうございます。経済産業省産業技術

環境局環境経済室の井上と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 議事に先立ち、毎回のことではございますがお願い事項を申し上げます。本日の委員会

での御発言等につきましては、記録を残すため録音させていただいております。あらかじ

め御了承ください。また、本日の審議は公開とさせていただき、議事については議事概要

をホームページ上に公開しますので、その旨、御了承お願いいたします。 

 次に、本日の配付資料について御説明いたします。 
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 資料４としてみずほリサーチ＆テクノロジーズ説明資料、資料５として事務局の説明資

料をお送りしております。同じ資料をTeamsの画面にも投影しておりますので、こちらも御

確認ください。もし資料やTeamsについて不具合等がございましたら、Teamsの挙手機能ま

たはチャットでお知らせください。 

 研究会の座長ですが、早稲田大学の有村教授にお願いしております。有村先生、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○有村委員長  はい。よろしくお願いします。 

○井上調整官  本日御出席の委員の方の御紹介ですが、時間の都合上、委員名簿を配ら

せていただいておりますので、それをもって代えさせていただきたいと思います。 

 また、オンラインにて、オブザーバーとして環境省、金融庁、農林水産省、林野庁、国

土交通省、日本取引所グループ、東京金融取引所からも御参加いただいております。 

 本研究会の開会に当たりまして、梶川環境経済室長より御挨拶をいただきます。よろし

くお願いします。 

○梶川室長  おはようございます。経済産業省の梶川です。朝早い中から御参加いただ

き、ありがとうございます。 

 今回の検討会ですけれども、昨年の菅元総理の2050年のカーボンニュートラルの宣言以

降、やはりカーボン・クレジットについての注目なり問合わせはかなり増えているなと思

っております。我々、Ｊ－クレジットであるとかＪＣＭの政府としての制度を守っていま

すけれども、これについての問合わせも増えていますし、今日の審議いただくボランタリ

ークレジットについてもかなりいろいろな動向が活発になっているなと思っています。こ

れはやはり2050年カーボンニュートラルというふうに考えたときに、当然自らの排出を頑

張って削減するということはするのですけれども、その上で自らの排出量に対して何らか

の形でクレジットを活用したい。もしくは、商品とかサービス、それに対してクレジット

を付与して環境価値のある製品として出していくという、そういうニーズも強いなと思っ

ています。 

 あと、もう一つは、使いたいほうだけではなくて、やはりつくりたいという、そういう

動きも強まっているなと思っていまして、必ずしもインベントリに登録はされていないの

だけれども、こういった方法でＣＯ２の削減ができるのではないかと。これを経済価値化

したいと、そういう動きもあるなと思っています。あとは、これらを踏まえた上で、こう

いう取引を活性化したいという、そういうニーズが強まっているのではないかなと。 
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 一方で、このクレジットについては、いわゆる需給を拡大させていくという観点だけで

はなくて、もう少しいろいろな形で適切な利用を考える必要があるかなと思っています。

今回のＣＯＰ26、この中で、元イングランド銀行の総裁のマーク・カーニーさんが、ボラ

ンタリーなクレジットを2030年までに15倍に増やしていこうというイニシアティブ、これ

はＴＳＶＣＭということですけれども、この発表をされた際に、グレータ・トゥーンベリ

さんがその発表直後から、いきなりグリーンウォッシュではないかというコメントがあっ

たり、やはりカーボン・クレジットというものについての日本的な考え方であるとか、ど

ういうところに使えるのか、どういう形で使っていくのが適切なのかという、そういう整

理をしっかりした上で、その上で市場をしっかりとつくっていくという、そういうことが

大切なのではないかなと思っております。 

 この検討会に関しましては、今申し上げたような、つくりたい・使いたい・取引したい

というニーズもそうですし、一方で、グレータさんのような形で、やはりクレジットその

ものの信頼をどういうふうに確保していくかということも大切かなと思っていまして、そ

れぞれについて今日は事務局のほうでも論点を出しますけれども、しっかり論点を提示し、

それに対しての解決策を考えた上で考え方をまとめていくということが大事かなと思って

います。その考え方をまとめていくことを「カーボン・クレジット・レポート」という形

で、年度末ぐらいまでに、皆様のお力をいただいて策定していけるといいのではないかな

と思っているところでございます。 

 いずれにせよ、この分野はかなり動きも早いですし、世の中にそんなにいろいろなもの

を全部整理したものがあるわけではないので、皆様のクリエーティビティーとこれまでの

御知見をうまく統合しながらつくっていくことが必要かなと思っておりますので、御協力

いただけると大変ありがたいなと思っています。今日はキックオフですので、皆様の様々

な御意見とか新しい視点とか、そういったものを出していただけるとありがたいなと思い

ますので、ぜひよろしくお願いします。 

 また、有村先生、いろいろと、いろいろな側面でお願い申しますけれども、今回座長と

いうことで、これまでの御経験を踏まえてよい議論をしていただけると大変ありがたいな

と思っています。よろしくお願いいたします。 

○井上調整官  ありがとうございました。 

 それでは、以後の進行は有村座長にお願いいたしたいと思います。よろしくお願いしま

す。 
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○有村委員長  よろしくお願いいたします。今回、座長を拝命しました早稲田大学の有

村です。学内では環境経済経営研究所というところの所長もやっております。今年に入っ

てから非常に活発に議論が進んでいるカーボンニュートラル、そこに貢献できるようなク

レジットカーボンの市場、その活性化、品質の確保ということを踏まえた上での議論を深

めたいなと思っております。どうぞ今日はよろしくお願いいたします。 

 それでは、最初の議題「カーボン・クレジットを巡る動向」に入りたいと思います。 

 資料４について、みずほリサーチ＆テクノロジーズより御説明をお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

○内藤  みずほリサーチ＆テクノロジーズの内藤と申します。 

 まずはクレジットの動向といたしまして、私のほうから簡単に現状のクレジットの動向

について御案内をさせていただきたいと思います。 

 まず、一方で、クレジットの動向に入る前に、クレジットとは何かというところの簡単

な御案内をいたした上で、取引の動向であったり需給の動向について御案内をさせていた

だきたく考えております。 

 クレジットでございますが、この排出権と呼ばれるものというのは、大きく「ベースラ

イン＆クレジット」と呼ばれるものと「キャップ＆トレード」という２つの考え方が大き

く大別されるかと思いますが、一般にはこのカーボン・クレジットと呼ばれるものという

のは、特定の排出見通し──これはベースライン排出量と呼ばれますが、これに対して実

際の排出量が下回った場合に、その差分というものをモニタリング・レポーティング・ベ

リフィケーション、通称ＭＲＶと呼ばれますが、こちらのプロセスを経て実際にクレジッ

トとして認証するものを指します。 

 こちらの図で申しますと左側の図でございまして、例えばボイラーの更新であったり、

太陽光設備の導入であったり、森林というところに対しての実際の排出削減量や吸収量を

クレジットとして認証するというところでございまして、また、大きな特徴として、設備

や施設単位でこちら認証されていくというところと、その環境価値と呼ばれるものは、御

説明いたしましたが成果的な削減分であるというところ。また、出てきたクレジットとい

うところは、こちらも様々ございますが自主的な活用や規制対応にも使われているという

ところ。そして、今の現状においては、このクレジットの取引や価格決定というところは

一般に相対取引で行われているというところが大きな特徴して挙げられるというふうに考

えております。 
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 また、日本国内においては、クレジットと証書の違いというところに関してもなかなか

この差が分かりづらいというところもあるかと思いますが、このクレジットというのはい

わゆるＣＯ２の差分というものを、「ｔ-ＣＯ２」単位で認証するものというところに対して、

証書と呼ばれるものというのは、例えば再生可能エネルギー由来の電力量であったり熱量

といったものを、kWhやkJといった形でエネルギー量として単位で認証するものでござい

ます。したがいまして、こちらの下の図でその概念図をお示ししておりますが、クレジッ

トというものは差分に基づいた削減量であるものに対して、証書というものは実際の再エ

ネ量そのものを測り、認証していくものというところの大きな違いがあり、使われ方とい

たしましても、クレジットというのはいわゆるカーボン・オフセットに使う一方で、証書

というものはScope２の再エネ調達量として使っていくものというところか一般的な違い

として挙げられます。 

 また、クレジットと呼ばれるところに関しましても様々あるかとは思いますが、大きく

こちらの資料では４つに分類をいたしております。 

 １つが国連主導の、例えば京都メカニズムクレジットのもの。こちら、パリ協定ですと

6.4項クレジットと呼ばれることになりますけれども、こういった国連主導のものであっ

たり、または二国間ということでＪＣＭもこちらにカテゴリーされますが、パリ協定下に

おける6.2項のクレジット、そして国内においては日本であればＪ－クレジットがござい

ますし、そのほか各国においても独自のドメスティックなクレジット制度が運用されてい

る状況にございます。これらというものは全て政府であったり国連が主導するものでござ

いますが、昨今注目されているもう一つのジャンルといたしまして、そういった規制です

とか政策にかかわらず、自主的にクレジットの創出であった活用が行われているボランタ

リークレジットと呼ばれるものもございまして、こちらもクレジットとして大変注目を集

めている状況というふうに理解しております。 

 一例ではございますけれども、続くスライドでございます、ＶＣＳやGold Standard、

American Carbon Registry、Climate Action Reserveと呼ばれるようなものが一般にボラ

ンタリークレジットとして知られている状況でございます。 

 また、これらのクレジットでございますけれども、後ほど品質のところも御議論になる

かと思いますが、一般に、このクレジットとして何でもかんでもクレジット化していいわ

けではなく、特定の品質要件というものがございます。こちらも様々な要件がございます

けれども、ここでは一般に広く知られているＩＣＲＯＡの品質基準というものを御案内さ
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せいただきたく思いますが、実際に行われていること（Real）、そしてＭＲＶのところにも

関わりますが、しっかりと測定されており独立した検証がされていること、また、特にこ

れは固定の部分で重要になってきますが、実際の固定期間というものが永続的に続くこと

であるというPermanentの議論、そして、実際の削減量や除去量というものが本当に追加的

であるかというところのAdditional、そして、最後の二重カウントの防止でございますが、

実際に二重発行であったり二重訴求というところがされてはならないというUniqueの部分

というところが、一般に品質要件として知られているところでございます。 

 また、少しこちらは御参考ではございますけれども、この二重カウントに関連いたしま

して、特にこれはクレジットを発行した方が売るときに注意する点でございますが、クレ

ジットを発行した際、そのクレジットを他者に移転してしまいますと、基本的にはその価

値移転分というものは自ら主張することができない点というところも注意が必要かと考え

ております。数は温対法における整理でございますが、こちらにおいても、例えばＪ－ク

レジットをつくって他者に売却をした際には、温対法においては上乗せの報告を発行者が

する必要があるという形になります。 

 また、こちらも御参考まででございますが、クレジットと証書の部分でございますが、

証書の点に関しましても品質の基準というものはございます。ただ、こちらはつくる際と

いうよりは、どういう証書が評価されるかというところで、例えばＧＨＧ protocol Scope

２Guidanceにおいてはマーケット基準を適用する際に幾つかの要件というところがござい

まして、①から⑧という形でScope２Guidanceの品質基準というところを御案内しており

ます。こちらについては時間の限りもございますので割愛させていただきますが、御覧い

ただければと思っております。 

 こちらで前段といたしましては最後の資料となりますが、また、クレジットに関しても

昨今様々な議論が出る中で、排出回避・削減系なのか、または固定吸収系なのか、また、

その中でも自然ベースのクレジットなのか、技術ベースのクレジットなのかというところ

に関しても着目されている状況というふうに理解をしており、例えばではございますが、

こういった整理枠があるというところで御案内しているところでございます。 

 ここまでが前段、クレジットの基本的な基礎情報というところでございまして、こちら

より「クレジットを巡る動向」という形で、昨今のクレジットの動向や供給・需要・取引

の概況というところについて簡単に御案内させていただきます。 

 まず、動向の全体像でございますけれども、こちら、クレジットの創出量・活用量を世
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界全体で見ていきまして、ここ直近ではいずれも右肩上がりの状況というところでござい

まして、やはりネットゼロ・カーボンニュートラルの潮流を受ける際に、民間企業の民間

セクターにおかれましても、自主的な取組の中においてクレジットの活用をした自社のＧ

ＨＧ削減目標の達成であったり、新たなカーボンニュートラル製品・サービスの展開とい

うところが台頭している状況でございます。 

 その活用例の一例ではございますが、注目されている２つのセクターといたしまして、

１つが、国際航空業界におきましてはＣＯＲＳＩＡというプログラムの中で2021年からこ

ちら始まっておりますが、クレジットの活用を半分義務付けるプログラムというものが動

いているほか、また、こちらは自主的な活用ではございますが、Ｏｉｌ＆Ｇａｓセクター

u おいて、特にｓｈｅｌｌさんの取組が有名ではございますが、Carbon Neutral ＬＮＧ

といった形で、天然ガスやそのほかのオイルの排出に伴うＣＯ２というものをクレジット

を使って相殺したサービス・製品の拡大というところが直近においても広がりを見せてい

る状況でございます。 

 ただ、これらの広がりに対して１点注意しなければいけない点は、ここ昨今、クレジッ

トに対しての批判であったり御指摘というところも様々出てきているというところも注視

しなければいけないというふうに考えておりまして、先日開催されましたＣＯＰ26におい

ても、スウェーデンの環境活動家であるグレータさんから、クレジット市場を拡大促進す

るマークカーニー氏ほか、クレジットに対しての批判が行われる出来事というものも発生

いたしました。そのほか、一例ではございますけれども、代表的な批判・指摘の一例とい

うところで御案内をしておりまして、特にこちらで特筆する点として、昨今、クレジット

そのものの品質に対しての御指摘だけではなく、まさにパリ協定の６条の議論にも関係い

たしますが、相当調整済みのクレジットというものがより評価されるべきというようなＥ

ＤＦさんの提言であったり、また、ｓｈｅｌｌさんの先ほどの取組に関しましても、オラ

ンダ広告コード委員会のほうから、そちらの開示の説明方法というところがまだまだ不適

切であるというところに関して御指摘を受けていたりというところもございますので、や

はりこのクレジットというものを検討する際には一定の、これは創出側・活用側双方にお

いてレピュテーションリスクというものは存在するというところも考慮する視点かと思っ

ております。 

 また、こういったところも受けてではございますけれども、様々なイニシアティブ・ガ

イダンスというところも昨今台頭しておりまして、カーボン・アカウンティングを考えて
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いるＧＨＧ protocol、ＩＳＯ、また、どちらかというとクレジットの評価側ではございま

すが、ＩＳＯにおいてもCarbon neutralityのＩＳＯの議論が始まっていたり、また、ＳＢ

Ｔｉにおけるネットゼロの中でも除去系のクレジットが評価されようとしていたりという

ところも注目する点かと思います。 

 また、クレジットの品質であったり活用に関しての専属のイニシアティブとして、ＴＳ

ＶＣＭやＶＣＭＩｉというところも台頭しており、こちらについては後ほどのスライドで

御案内させていただきたく思いますが、大まかにＴＳＶＣＭに関しましては昨年９月にマ

ークカーニー氏らが設立した民間のタスクフォースでございまして、今のクレジット市場

を拡大していくという中においてクレジット品質の議論というところも出てきている状況

にございます。こちらについては、日系企業の、今回委員として御参加されている皆様に

ついても御参加されている状況ではございますが、まだ、論点の整理というところは行わ

れておりますが具体的な結論は出ておらず、引き続きガバナンス機関の中で検討されてい

る状況というところでございます。 

 一方でＶＣＭＩｉでございますけれども、こちらもクレジットの活用であったりという

ところに関して、ガイダンスの検討というところは現状されているところでございまして、

2022年の７月に一旦そちらの内容が公開される状況というところでございます。 

 すみません、駆け足になりますが、供給側、需要側、そして取引のところについて簡単

に、今の代表的な動きというところを御案内させていただきたく思いますが、１つは、新

たな取組といたしまして、ＣＣＳのクレジット化に向けた動きというところも出始めてき

ているところでございまして、ＣＣＳ＋イニシアティブというものが今年の６月に立ち上

がっておりますけれども、来年までのＣＣＳ関係の方法論の策定というところが目指され

ております。こちらに関しても日系企業様からも御参加がございまして、三菱商事様、そ

してＪＯＧＭＥＣ様、ＩＮＰＥＸ様などが御参加されている状況にございます。 

 また、こちら北米と豪州等というところではございますけれども、ＣＣＳに加えて、い

わゆる自然由来の固定吸収のクレジットの拡大というところで、農地貯留や森林吸収のビ

ジネスというところも拡大している状況でございます。一例ではございますけれども、北

米においても小規模森林を対象とした新規方法論が策定されていたり、また、農地貯留を

対象としたスタートアップが北米で台頭していたりするところもございますし、豪州にお

いても、豪州のドメスティックな制度の中でもこの農地貯留や森林というところはかなり

拡大の政策が打たれているほか、そういったところも受けて、日系企業におかれましても
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投資というところが事例として出始めてきているというところでございます。 

 また、Ｊ－クレジットの動向を国内の方向に一方目を向けますと、Ｊ－クレジットのと

ころに関しましても堅調にクレジットの認証量・登録件数というところは増加している状

況でございまして、10月に開催されました第47回認証委員会までにおいて認証量が累積で

712万トンというところでございます。 

 また、こちらの拡大のところに関しましては運営委員会においても方法論の簡素化であ

ったり改定というところがなされておりまして、その一例ではございますけれども、森林

管理プロジェクトにおけるリモートセンシングの活用といったところも実施されている状

況にございます。 

 また、創出の喚起というところに関しましては、こちらも現在検討中というところでは

ございますが、ＣＯＲＳＩＡ、さきの国際航空のプログラムに対しての申請というところ

も検討されているところでございます。 

 一方、ＪＣＭでございますが、こちらは先日の11月末に行われましたカーボンニュート

ラルの実現に向けた経済的手法等のあり方研究会の中での資料ではございますが、大きく

こちらは①②③の方向性というところが提示されており、供給の拡大というところで一例

としてＣＣＳや水素というところもございますが、こういったところの拡大と、また、民

間企業のより参画というところが提示されている状況にあるというところでございます。 

 一方、これまで供給のお話をさせていただきましたが、需要側の動向も幾つか御案内を

させていただきますと、まずは企業における自主的な活用というところで、一例ではござ

いますが、自動車の業界、Ｏｉｌ＆Ｇａｓの業界の情報というところを下表に整理してお

ります。詳細はこちらでは御案内いたしませんが、特にＯｉｌ＆Ｇａｓに関しては、各社

の取組に加えて業界としてもこのクレジットの活用というところの透明性、そして信頼性

を担保していくフレームワーク、ＧＩＩＧＮＬというところも直近で公開されている状況

にございます。 

 また、先ほどから何度か単語として出てきていますＣＯＲＳＩＡでございますが、こち

らは国連の国際航空機関であるＩＣＡＯの中でプログラムとして運用されているものでご

ざいまして、2020年以降のＧＨＧ総排出量の増加をさせないという目標の中で、市場メカ

ニズムの手法としてカーボン・オフセットというものが採用されている状況でございます。

やはり国際航空の排出量というところは非常に多く、現状においてはなかなかまだオフセ

ット需要がないかと思いますが、今後、経済が回復するにつれ、オフセット需要が増加さ
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れる可能性があるというところでございます。 

 また、一方、政策ですね。政府の取組の動向でいきますと、こちらも様々な取組がされ

ているところでございまして、その一例ではございますが、例えば英国においては直近の

戦略の中において、ＵＫ－ＥＴＳの中でＤＡＣのクレジットを評価というような検討もな

されている状況でございますが、そのほか、北米や豪州、そして既存のＥＴＳで中国や韓

国においても、クレジットの利用というものが上限付きではございますが認められている

状況にあるというところでございます。 

 また、民間の取引というところといたしましては、やはり既存の相対取引というところ

で、従来からの仲介事業者（ブローカー・リテーラー等）の取引というところに加えて、

ここ直近で取引所・取引プラットフォームの設立というところも多数台頭している状況と

いうところでございます。こちらも詳しくは御説明いたしませんが、その一例というとこ

ろで下表に整理をしておりまして、北米やシンガポールというところでその動きが加速し

ている状況というところでございます。 

 また、最後のページでございますが、クレジットに直接関係するところではございませ

んけれども、やはり先ほどの取引所の一例というところで御案内いたしましたが、すみま

せん、こちら平たく申し上げますと、様々な言葉が書かれておりますが、その１つのキー

ワードといたしましては「高品質」という言葉、そしてブロックチェーンですとかデジタ

ルの技術を使うというところが様々なところで言われております。こういったところとい

うのはクレジットだけではなく、例えばＣＦＰのカーボンフットプリントの把握でありま

したり、また行動変容を促す取組の中でも世界各地で様々な試行がされているところでご

ざいまして、こちらも研究会の資料というところを引用させていただいておりますが、こ

ういったデジタル技術の活用というところはクレジットの前段のＣＯ２の把握というとこ

ろにも有効ではないかというところで、参考情報を御案内しているところでございます。 

 私からの説明は以上となります。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、議題２「カーボン・クレジットに係る論点」についても、資料５について

事務局より御説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○佐藤補佐  それでは、事務局より資料５「カーボン・クレジットに係る論点」につい

て御説明をさせていただきます。資料の投影はただいま準備しております。──では、委

員の皆様、お手元には資料があると思いますので、それでは、お手元の資料のページ番号



11 

 

をベースに御説明については続けさせていただければと思います。YouTube等で傍聴され

ている皆様、申し訳ございません。 

 まず初めに、２ページでございます。本日の検討会の趣旨を御説明しておりますが、先

ほど冒頭の挨拶でも室長の梶川から申し上げましたとおり、今年２月から８月まで実施を

しておりました「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方

に関する研究会」、こちらの８月の中間整理において、カーボン・クレジット等も含めた自

主的なクレジット取引について、質を確保しつつ、量を拡大することが必要であると、こ

う位置付けた上で、具体的な政策対応の方向性として「カーボン・クレジットの位置づけ

の明確化」をするということと「カーボン・クレジット市場の創設」を行うと、この２点

について方向性を出しました。本日の検討会においては、まさにこの２つの方向性の具体

化について、どのように進めるべきかといった観点について御議論いただきたいというふ

うに思っております。 

 ３ページ以降でございますが、まさにそういった中間整理で示したような方向性につい

て既存の資料から抜粋をして掲載をさせていただいておりますので、本日の説明は割愛さ

せていただきます。 

 ９ページでございます。「カーボンニュートラルとは」という御説明をさせていただいて

おります。本日、クレジットの議論をいただくに当たりまして、我々政府として2050年カ

ーボンニュートラルと目標を掲げているわけですが、これについて改めて御説明をしたい

と思います。 

 カーボンニュートラル自体は「排出量をゼロにする」ということではなくて、あくまで

も2050年の段階で、最終的な排出量から、その段階での炭素の吸収除去量を差し引いたも

のが合計でゼロになっていると。残余の排出と、その吸収・除去が実質的にゼロになって

いるということを表す趣旨であります。これはいわば、2050年カーボンニュートラルの達

成時においても異なる主体間で、そういった排出をする主体と吸収・除去を行う主体の間

での一種のクレジット取引ということが前提になっているところは皆様に御確認いただい

た上で、クレジットの議論に入っていただければと思います。 

 続きまして、10ページです。このページでは、本日の議論に当たってカーボン・クレジ

ットの活用の意義をまとめさせていただいております。カーボン・クレジットを通じた炭

素削減価値の取引については、先ほどみずほ様から御説明をさせていただいたとおり、今、

様々な観点でカーボンニュートラルに向けた温室効果ガスの効率的な削減に寄与し得ると
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考えています。 

 ここでは例示として効率性・網羅性・価格性と挙げさせていただきましたが、まず、社

会全体の中で限界削減費用が低いような取組から、市場の中のメカニズムを通じて温室効

果ガスの排出削減が進む。こういった効率的に進むという点。また、プロジェクトの内容

を問わず、あらゆる取組が対象となり得るという点、網羅性。また、こういったクレジッ

トの取引を通じた価格のシグナルが、クレジット創出プロジェクトのみならず様々な脱炭

素プロジェクトに対する投資の促進につながり得ると、こういった価格性。こういった観

点が１つの意義だというふうに考えております。 

 まさにこういった点を踏まえれば、カーボンニュートラルに向けた道筋において、直接

排出削減の努力をするということに加えて、クレジットによる追加の削減自体が、社会全

体でのある種のトランジションを促進するものとして非常に重要なのではないかという点、

委員の皆様に御確認いただきたいと思っています。 

 また、先ほど申し上げたとおり、カーボンニュートラル達成時においても残余排出につ

いて炭素除去等による実質的なオフセットということが前提となっているという観点から

も、中長期的な観点でもクレジットの活用は不可欠なものであると。これを踏まえて、今

後、まさに本日のような市場の確立も含めた議論をしていくべきではないか。 

 また、こういった議論に当たっては、足元でクレジット調達需要の高まりが顕在化して

いるような企業だけではなくて、その他地方公共団体であるとか生活者を含めた広いプレ

ーヤー、関係者の中での取引の活性化・市場の整備ということも見据える必要があるので

はないかということも御確認いただきたいと思っています。 

 続きまして、一方、こういった意義がある中で、国内におけるカーボン・クレジットを

通じた取引というものが、カーボンニュートラルの実現、ひいては我が国の経済と環境の

好循環という大きな目標に向けてしっかりと活性化していくという観点では、クレジット

需要・供給・流通、これらの側面で様々な課題が存在するのだろうと思っています。 

 この課題例を下に挙げさせていただいております。例えば需要という観点で申し上げれ

ば、足元でもＪ－クレジット、ＪＣＭ、また海外のボランタリークレジット等、多くのク

レジットが存在をしており、先ほどみずほ様から御説明いただいたとおり、その方法論・

性質も多様であると。やはり、この中でどういったものを調達することが脱炭素活動の中

で有効なのかという点について判断し難いという声が需要側にあるということだと思いま

す。また、国内での各種制度、これは政府による温対法の報告、政府調達みたいな制度も
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そうですし、民間ベースでの民間の調達であったりとか、資本市場の開示ということも含

めて、こういった点でのクレジット活用の方法が十分に整理をされていないということも

１つの課題だと思っています。 

 続いて、供給の観点では、当然足元ではＪ－クレジットやＪＣＭについてしっかり供給

量を拡大していくという部分については、先ほどの２月から実施をしてまいりました研究

会でも重要な方向性として打ち出しておりますが、そうではないような、例えばＤＡＣＣ

Ｓ、ＢＥＣＣＳ等の新しい技術を活用したクレジット、もしくは将来インベントリに反映

され得るがまだされていないような自然由来の除去クレジットも含めて、こういった新し

い取組、今後非常に重要になってくる部分ではありますが、クレジット創出という観点で

促進をする手段がないのではないか。また、日常生活での低炭素活動であるとか、地域で

の脱炭素化、こういったその他の価値に注目したようなサービスというところにおいても

クレジット創出というところの余地が今後あり得るのではないかといった点も課題になる

と思っています。 

 最後に、流通の側面ですが、国内でのクレジットの流通、やはり現在は相対の取引が主

となっていて、取引量や価格というものが必ずしも不透明な状況で取引が進んでいると思

っています。これは、先ほどの説明の中で申し上げた、カーボン・クレジットの取引を通

じたプライスシグナルの発出という点では十分に機能し得ないような状況になっていると、

これも１つの課題だと思っています。 

 続きまして、12ページは、先ほど申し上げた民間事業者からのクレジットの需要に関す

る参考資料を載せておりまして、ＴＣＦＤという金融面での環境情報開示を進める企業の

コンソーシアムの中のアンケートにおいても、７割の企業がクレジット等を今後調達をし

たい、もしくは調達予定ということをアンケートに回答しているという説明資料でありま

す。 

 13ページでございます。こういった課題、先ほどの意義・課題も踏まえまして、本検討

会においては２つの点を目的として検討をしていただければというふうに思っています。

１つ目は、まさに先ほど申し上げたカーボン・クレジットの需要の観点も含めて、その位

置付けであるとか活用の在り方、また、クレジットの取引活性化に向けた環境整備、こう

いったものについて基本的な整理を行う。また、国内制度も含めた各種カーボン・クレジ

ットの取扱いについての政策対応の方向性、これらを明確化するような指針というものを

示す必要があるのではないかというのが１点目。２つ目が、まさに足元でのクレジット流
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通、しっかり価格公示された形でやり取りがされるような市場でありつつも、国際的なＥ

ＳＧ資金の拡大の動きであるとか、世界の脱炭素ビジネスの拠点となるというような、こ

ういった視点も含めたカーボン・クレジット市場の在り方について方向性を示すと。この

点を目的として検討を進めていただければどうかと考えております。また、これらについ

ては、冒頭、室長からの挨拶でも申し上げたとおり、検討会のアウトプットとして「カー

ボン・クレジット・レポート」のような形で取りまとめてはどうかという点も委員の皆様

に御確認をいただきたいと思っております。 

 14ページ以降は、まさにこういったアウトプットの目標に向けて、本日の検討会におい

てこういった論点があるのではないかというところを事務局において整理をさせていただ

いております。 

 15ページ、めくっていただきまして、先ほど申し上げた需要・供給・流通の観点でこう

いった課題がある中で、右側にありますとおり、６つほど対応する論点があるのではない

かというふうに考えております。本日は、この①から⑥について順番に御説明をさせてい

ただければというふうに思っています。 

 16ページでございます。まず、大前提として、自らの排出量の削減とクレジットの活用

の関係という論点であります。 

 足元において、流通するカーボン・クレジットの多くは、先ほどみずほ様からの御説明

にもありました整理で申し上げればベースライン型の削減クレジットでありまして、これ

らのクレジットをカーボン・クレジットの意義のところでも整理をしたとおり、社会全体

でカーボンニュートラルを実現するためのトランジション、移行措置としての活用に大き

な意義はあるというふうに思っていますが、あくまで長期的に持続可能なものではないと

いう点は重要だと思っています。カーボンニュートラルに向けて自身の排出量の削減を着

実に進めていくという観点からも、まずは自身による排出量の削減が優先であって、その

努力をしてもなお残るような排出──「残余排出」と言ったりしますが──についてクレ

ジットの活用を行うという基本的な考え方は全体として共有されることが望ましいのでは

ないかと考えています。 

 次、17ページにございますが、こういった考え方は国際的な議論の中でも参照されてお

りまして、ヒエラルキーアプローチという考え方がＩＳＯ等の規格検討の中でも参照され

ております。まずは、自らのエネルギー消費の削減をし、その後、エネルギー転換による

排出量の削減、これらが最優先であって、なお残る部分についての補完の目的でクレジッ
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トを活用すべきという考え方であります。 

 続きまして、論点の２つ目です。18ページでございます。こういったクレジットの活用

の大前提、まずは自社の削減、その次にクレジットの活用という前提においても、なお、

やはりクレジットというものには様々な方法論や性質のものが存在するというふうに考え

ております。いわばこういった様々なクレジットを画一的に、カーボン・クレジットはこ

のように活用されるべきというような運用であったり整理というものは難しいというふう

に考えております。いわば、それぞれのクレジットの性質を踏まえて、また国内各種制度

でそれらを活用する際には、そういった制度自体の趣旨も踏まえて、それぞれの活用の在

り方を検討するべきではないかというふうに考えております。 

 下側には、事務局において、こういったクレジットの性質による整理の事例として挙げ

させていただいておりますが、例えば一番上、国内での炭素排出量の追加での削減や吸収

に資するようなクレジット。例えばこれは、実際に国内で実施をされたクレジットである

とか、国内で実施されたものであっても相当調整が適切に反映されて、国内のインベント

リに反映されるようなクレジットというものが例としては挙げられると思います。Ｊ－ク

レジットやＪＣＭ。まさにこれらは、そういった我が国のＮＤＣに反映されるという性質

を持って活用の在り方というのは整理されるべきであろうと思います。 

 また、その下にありますが、現段階ではこういったインベントリの中では整理をされて

いないものも、将来的な吸収・除去のために必要な新技術を活用したクレジットであると

か、現段階ではモニタリング方法等未確立であるものの、将来的な吸収・削減の余地とな

り得るようなもの、これもまた非常に重要だと思っております。これら自体も、現段階で

のＤＡＣに反映されるという観点ではない、別の性質を持ったクレジットとしてしっかり

と活用というものが検討されていくべきなのだろうと思っています。 

 それら以外にも、例えばいわゆる海外のボランタリークレジットというようなもの、日

本の排出量削減には必ずしも資さないかもしれませんが、世界での排出量削減に貢献をす

るといった観点。もしくは、そういった活動の中で、日本の技術の活用や日本経済への裨

益といった別の観点での評価があり得ると、こういった性質があると思いますし、また、

最後の部分、必ずしもクレジットというような観点での追加性が認められないような、い

わゆるエコポイントのようなものを含めて、地域でのカーボンニュートラルという価値や

生活者の行動変容という観点を持った、いわば炭素価値のやり取りというものも、それは

そういった性質をベースにした活用の仕方というものは検討され得るのだろうと思ってい



16 

 

ます。こういった個別個別の性質というものを整理しながら、活用についても議論をして

いくべきではないかというふうに考えております。 

 続きまして、19ページです。今申し上げたような整理をある種ベースとしつつ、国内制

度におけるクレジットの取扱いということについても、１つ事例として、論点として整理

を挙げさせていただいております。 

 まず、先ほどの整理でも一番上にありましたような、日本のＮＤＣ達成に活用ができる

ようなクレジット。これはまさに我が国で実施されたインベントリに登録されているよう

な削減活動であるとか、もしくは相当調整がなされたクレジットを指しているわけですが、

こういったものがやはり国内における企業の直接排出量の削減においては優先的に活用さ

れることが望ましいのではないかという整理を挙げさせていただいております。 

 一方で、そうではないようなボランタリークレジットについては、直接排出量の削減と

いう観点ではＮＤＣ達成に活用できるようなクレジットが優先されるものも、そうではな

い将来的な排出量削減もしくは我が国への裨益といった様々な観点から、一定の質が担保

されるということを前提に、直接ではないサプライチェーンの排出の削減であるとか、も

しくは個別の財・サービス、商品への活用といった活用のされ方が整理されるべきではな

いか。 

 また、最後に、証書でございますが、これらもある種クレジットとは全く性質の違う、

あくまでもエネルギーに付随するような属性とその総量をやり取りするものであって、追

加性といった観点もないことから、あくまで当該エネルギーに係る排出を削減すると。そ

れ以上の脱炭素価値を持って直接排出の部分での削減効果を持つようなものとしては取り

扱わないと、こういった整理を行っていくということはどうかということを論点の③で提

示をしております。 

 20ページ、今御説明差し上げたような、ある種の考え方というものを図示させていただ

いています。真ん中に産業部門での直接排出の主体があった際に、この直接排出において

活用されるのは、下側にありますような国内のクレジットや相当調整済みのクレジット。

その右側、左側の、サプライチェーンの中での排出は、ボランタリークレジット等のそれ

以外のクレジットが活用される。上側にありますが、エネルギー部門から供給がされるよ

うなエネルギーに対しての間接排出についてはあくまで証書を与える。こういった整理の

考え方をベースに、国内制度における活用の仕方についても検討・整理をしていくべきで

はないかと考えています。 
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 続いて21ページです。先ほどから申し上げておりましたボランタリークレジットに関し

ての日本裨益といった観点での論点があるのではないかという点は、21ページにも評価軸

の事例として挙げさせていただいています。当然、様々なボランタリークレジットを含め

て評価軸があり得るのだろうというふうに思っておりますが、本日の検討会では、例えば

我が国のカーボンニュートラル実現であるとか、経済と環境の好循環、こういった観点か

ら評価軸をつくるとすれば、こういった事例があるのではないかという形で挙げさせてい

ただいています。 

 例えば、日本企業が新技術に対するある種の先行投資として実施をするようなプロジェ

クトであるとか、日本企業が出資をするようなプロジェクト、技術を活用したようなプロ

ジェクトといった観点が評価軸として挙げられるのではないかと思っております。ただ、

下側の※にも記載させていただいておりますが、あくまでこういった評価軸というのは一

例であって、当然クレジットの活用においては、その量であったりとか価格であるといっ

た観点にも一定のルールが必要なのだろうというふうに考えています。 

 続いて、22ページでございます。論点の４つ目、クレジット活用の価値訴求であります。

まさに先ほどから申し上げておるとおり、カーボン・クレジットというものを活用してオ

フセットを行うとか、そういったオフセットされた商品・サービスの提供を行う際には、

まさしくその価値というものが外部（ステークホルダー・需要家）にしっかりと訴求をさ

れるということが重要であるというふうに考えています。 

 ただ、一方で、外部に価値を訴求するという観点からは、単にオフセットを行った排出

量、「○○ｔ-ＣＯ２」という数字だけではなくて、その他の付加価値であるとか背景情報も

含めた幅広い情報の提供を行うということがやはり推奨されるべきではないのかというふ

うに考えております。 

 また、需要家に対して正しい情報を伝達するという観点や、また、冒頭の一番最初の整

理でもありました、企業自らの排出量削減というものとは正しく区別して取り扱うべきで

ある、企業自らの排出削減がより優先されるべきであると、こういった観点からは、需要

家がクレジットを活用する際の開示であったりとか、供給側がオフセット価値を表示・主

張するに当たっては、一定の留意事項を整理するということも考えられるのではないかと

思っています。 

 下側の左側にありますが、こちらもＴＣＦＤコンソーシアムのアンケートにおいて、金

融機関宛てに、証書やクレジットの調達状況を融資先の企業へ開示することについてどの
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ように受け止めているかというアンケートを引用していますが、金融機関からも「積極的

な開示が望ましい」であるとか「開示ルールの明確化が重要である」といったような声が

あると。当然、様々な「開示側の裁量に委ねるべき」といった意見も含めて幅広い御意見

がありましたが、方向性として開示自体は進めていくべきといったアンケートとしての回

答があったのかなと思っています。 

 また、右側、こちらは先ほどのみずほ様からの御説明の中でも言及されていた部分があ

りましたが、国際的なＬＮＧの輸入事業者の国際グループ、ＧＩＩＧＮＬというグループ

が、自らのグループが提供するようなＬＮＧにカーボン・クレジットを活用してオフセッ

トをする際のＭＲＶのやり方であるとか、その際の説明の用語の定義、こういった部分に

ついて自主的にフレームワークを定めていると。こういった動きも国際的に出つつあると

いうところの御紹介であります。 

 23ページ、論点の５つ目です。新技術や行動変容の促進といった観点でのクレジットの

活用方法があるのではないかといった点です。ただ、その前提として、時間軸の御説明を

したいというふうに思っています。 

 足元においては、我が国の野心的な削減目標、2030年の46％といった部分の達成に向け

ては、広く様々な主体の排出削減というものを進めていく。省エネも含めて、社会全体の

中で限界削減費用が低い取組から適切に削減を進めていくという、こういった経済合理性

の観点も含めて、再エネ・省エネも含め、幅広いクレジットが適切に活用されることが重

要なのではないかと考えています。 

 一方で、2050年のカーボンニュートラルといった大きい目標に向けては、こういった削

減系のクレジットは追加性の観点でも、その創出余地という観点でも重要性が減少してい

くだろうと。こういったカーボンニュートラルの時点においては、吸収や除去系のクレジ

ットというものの活用が大変重要になってくるだろうというところは冒頭でも整理をした

とおりだと思っています。こういった将来の観点を踏まえれば、今後、技術ベースでの除

去クレジット、これは新しいＤＡＣＣＳとかＢＥＣＣＳとかの技術かもしれませんし、ま

た、そうではない自然由来のブルーカーボン等も含めた新しいクレジットの活用も重要に

なるのではないかという、こういう時間軸の整理も皆様に御確認をいただきたいというふ

うに思っています。 

 下側には、国際的なＶＣＳやＧＳといった認証機関の議論においても、足元においても

こういった省エネや再エネという削減クレジットについての取扱いが改めて議論されてい
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るという部分を事例として挙げさせていただいております。 

 続いて、24ページですが、こういった時間軸の中での考え方を踏まえれば、今後、重要

性が増してくる一方で、現行においては、なかなかこういった新技術による方法論であっ

たりとかモニタリング手法等が確立していないものについては、クレジット創出が認めら

れる制度自体が存在をしないということだと思っています。今後こういったクレジットの

重要性が増す中で、ＮＤＣの活用がすぐにはできないようなものについてもさらに後押し

するような枠組みというものが考えられるのではないかというところも論点として挙げさ

せていただいております。 

 また、最後ですが、例えば生活者の行動変容を促進するという観点や、地域由来の炭素

削減価値というものを地域で活用するといった観点からは、日常生活での低炭素活動を基

にしたクレジットや、必ずしもクレジットとは言えないようなポイント等についての活用

も有効ではないかとさせていただいております。 

 下側、右側には、ＥＵにおいても、これは足元の報道ではございますが、除去系のクレ

ジット、これは例えば新技術のものであるとか、もしくは農家や土地所有者が木や土壌、

湿地等にＣＯ２を貯留するといった活動について、クレジットを発行して、それを既存の

炭素市場に統合していこうと、こういった動きがあるといったような報道もあります。右

側は、中国での生活者の行動変容をこういったポイント等を活用して促進していこうとい

う取組の御紹介であります。 

 続きまして、最後の論点でございます。カーボン・クレジット市場の設計というところ

で25ページにあります。まさにこういったクレジットをしっかり国内において流通をさせ

ていく、その前提として、まず、国内で流通するＪ－クレジット、ＪＣＭ等のクレジット

が、価格公示される形で売買される市場というものが必要であろうと思っていますが、そ

れと同時に、前提として、こういった市場は世界のＥＳＧ資金を誘導するという観点であ

るとか、脱炭素時代の情報ハブを日本に引き込む動きであるべきと、こういった大きな部

分も見据えた取組を進める必要があるのだろうと考えております。特に、世界でもこうい

ったクレジット市場というものの創設、市場自体の競争というところもある中で、あるべ

き姿を整理するとともに、2022年度から実証実施するという方向性を中間整理でも打ち出

している中で、市場としての具体的な機能や取引参加者に係る論点の整理というものを行

っていく必要があるのではないかと考えています。 

 下側には、市場の、ある種具体的な論点、こういったものがあるのではないかというこ
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とを挙げさせていただいておりますが、ぜひ本日の検討会の中でも、この市場を設計する

に当たって必要な視点であったりとか、そういった部分については御議論いただければと

思っております。 

 26ページは、足元で検討が進んでいる海外取引所の事例として、シンガポールで設置を

されようとしているClimate Impact Ｘという市場の事例を挙げさせていただいておりま

す。これは2022年の初頭から定期的な取引を開始すると。一方で、今年の10月にもパイロ

ットのオークションとして17万トンの森林クレジットの売買というものを実際にやってい

たりと、こういった事例があるという部分の御紹介です。 

 最後、27ページ以降は今後の進め方でございまして、28ページ、「カーボン・クレジット・

レポートの骨子」とさせていただいておりますが、まさに本日の検討会も含めた、この検

討会の中の議論で取りまとめるレポートについては、このような骨子があり得るのではな

いかという部分を挙げさせていただいております。本日の御説明にもあったような、そも

そもカーボン・クレジットとは何かといった点、また、カーボン・クレジットを巡る足元

の動向、こういったところを整理した上で、日本として2050年カーボンニュートラルに向

けてカーボン・クレジットをどのように活用していく必要があるのかといった活用意義で

あったりとか、それらに係って必要な重要な論点について整理をする。また、その上で、

４ポツでありますが、クレジットの利活用活性化に向けた課題を整理して、最後に今後の

政策対応の具体的な方向性をまとめると、こういった構成としてはどうかというふうに考

えております。 

 最後、29ページ、今後の検討の進め方でございます。本日こういった、今まで申し上げ

たような様々な論点も含めて、全体のクレジット・レポートの方向性について御議論いた

だいた上で、この12月以降、当然１月までも含めて、事務局において関連するステークホ

ルダー ──これはクレジットの需要家・供給家、もしくは有識者であると思いますが──

について広くヒアリングをしたいと思っております。ここにはある種、事例として４つほ

ど分野を挙げさせていただいておりますが、必ずしもこれに閉じない部分についてもお話

をお伺いする必要があるのだろうと思っています。こういったヒアリングの内容は、事務

局から、委員の皆様には概要として結果は適切に御報告をさせていただきたいと思います。

こういったヒアリングを踏まえた上で、2022年の１月以降に第２回の研究会という形で、

レポート案を事務局として提示をさせていただきたいと思っています。また、こういった

案については、委員の皆様に御議論いただいた上ではありますが、広く国際的な、また国
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内も含めて、広い御意見をお伺いするような形での意見募集という形も活用したいと思っ

ております。こういった御議論や意見募集を踏まえて、来年の春頃、第３回研究会という

形で「カーボン・クレジット・レポート」自体を最終的に御議論いただいて、来年の春以

降にレポートを公表すると、こういったスケジュール感で検討を進められればどうかと思

っております。レポート公表以後も、当然適切に、時宜に応じて、内容を改めて見直すと

か方向性を見直すといった議論も必要だとは思っておりますが、まずはこの来年春のレポ

ート公表というところに向けて議論を進められればと思っております。 

 最終ページ、本日の御議論の論点になりますが、まさにこういったカーボン・クレジッ

トに係る検討の方向性だとか、御説明したような踏まえるべき論点、また、それぞれの方

向性について御意見はないか。また、レポートでまとめるべき内容について過不足がない

か。今後の検討のスケジュールを含めた全体の議論の進め方についても併せて論点として

御意見をいただければと思っております。 

 少し長くなりましたが、私からの御説明は以上でございます。よろしくお願いします。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 それでは、これまでの説明について、御意見、御質問がございましたら、チャットまた

は挙手機能にて意思をお示しいただければと思います。私より指名をいたしますので、御

意見をお願いしたいと思います。皆様、いかがでしょうか。 

 かなり動きの早い、世界の動向を踏まえながら、多岐にわたる論点を示していただいき

ました。 

 まず、上野さんですかね。では、最初に上野委員、よろしくお願いします。 

○上野委員  電力中央研究所の上野と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 まず、冒頭、みずほリサーチ＆テクノロジーズさんの、最近の動きの御紹介や、その後

の事務局からの論点等の説明について、大変勉強になりました。心より御礼を申し上げま

す。 

  初回ということもありますので、最初に総論的なところからお話しします。この検討

会の目的は、その名称にありますように、カーボンニュートラルの実現でありまして、事

務局の資料の整理にありましたように、カーボン・クレジットには、その実現に至るまで

のトランジション期においても、あるいは実現した後の残余排出と除去の均衡においても

役割があるということだったと思います。 

 その際に、まず、自らの排出を削減した上で、減らし切れない部分をクレジットで相殺



22 

 

というヒエラルキーアプローチの考え方が重要であって、この部分が弱いと、何度か繰り

返し御指摘がありましたけれども、グリーンウォッシュとの批判を招きかねないという構

造があって、事務局の資料５で提示された論点やそれに対する考え方はおおむねこの全体

像に沿ったものであり、議論の出発点としては適切なのかなと思っております。 

 その上で、具体的な論点として、３点ほど指摘をしたいと思います。この先、主に資料

５のスライド番号をレファーしながら発言をしてまいります。 

 １点目は、クレジットの種別に多様性が生じていることと、その中で、除去・吸収系の

クレジットと、相当調整ありクレジットの重要性が増しているということについてです。

もともとボランタリークレジットの取引がありまして、それは買い手が自らの目的を持っ

て自発的に購入するものであり、買い手ごとに目的が異なって、その目的に応じて求める

クレジットの属性が異なっていました。それゆえ、例えばプロジェクトタイプなどの属性

に応じてクレジットの価格が異なるという現象が生じていました。この状況に対して、人

為的な排出と除去の均衡というカーボンニュートラルの考え方が科学的に打ち立てられた

ことで、スライド23の論点⑤にありますように、吸収・除去系が削減・排出回避系に対し

て付加価値を持つようになり、さらにスライド19の論点③にありますように、パリ協定６

条における削減の国際移転のルールがＣＯＰ26で合意されたことによって、相当調整あり

のクレジットという新たなカテゴリーが出てきました。時間軸の中で考えていくと、当初

は削減・排出回避系のクレジットが中心的にはなるのですけれども、時間とともに吸収・

除去系にシフトし、またパリ協定時代においては相当調整ありのクレジットが重要度を増

すものと思われるのですけれども、吸収・除去系のクレジットはまだ供給量がかなり限定

的でありますし、相当調整ありのクレジットについてはこれから立ち上げていくものであ

ります。このクレジット取引の取組を一過性のものではなくて長期的なものとして定着さ

せるためには、吸収・除去系や相当調整ありのクレジットの供給を徐々に増やしていくこ

とが、事務局の資料でもそういう観点があったと思いますけれども、重要です。 

 相当調整ありのクレジットについては、スライド19と20の論点③に整理されていますよ

うに、直接排出量の削減・オフセットに用いることができるというインセンティブがつい

ていますけれども、吸収・除去系についても、例えば論点④の価値訴求において、そうで

はないクレジットよりも大きな価値を訴求可能とするといったインセンティブが必要なの

かと思います。また、相当調整についてはパリ協定のルールに基づいて行われるものであ

り、やはり政府の関与が何らかの形で必要になるはずで、その辺りの整理も必要です。 
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 除去のクレジットを広げるという観点で、ＥＵの事例が紹介されていました。私はこの

事例を知らなかったのですが、とても興味深いなと思いました。 

 以上が１つ目です。 

 ２つ目の指摘をしたい点は、スライドの22における論点④で示されたクレジット活用の

価値訴求についてです。ここで論じられている価値訴求は、主にサプライチェーン排出量

を相当調整なしのボランタリークレジットでオフセットする際の価値訴求が扱われている

ものだと思いますが、冒頭、みずほリサーチ＆テクノロジーズ様から紹介がありましたよ

うに、相当調整なしのボランタリークレジットによるオフセットはグリーンウォッシュ批

判を招きやすいということがありまして、やはりそれを使って価値訴求をする際には、そ

れを使うなということではなくて、一定の規律が必要なのかと思います。 

 スライド22の２つ目のポツにありますように、オフセットした排出量の数値だけではな

くて、その他の付加価値に関する状況についても説明されることが推奨されるべきとあり

ますけれども、その際にクレジットの質の担保という、マイナスの価値を生み出さないた

めの説明も付したほうがよいのかなと思います。特にＣＯＰ26の最終局面でも論点になっ

たのですが、森林破壊防止（ＲＥＤＤ）というタイプのクレジットに対しては本当に様々

な観点からの批判が強いという状況がありまして、そうしたタイプのクレジットを使って

価値訴求する場合には、質の担保という点についての説明がかなり重要になるかと思って

います。 

 また、１つ前のスライド21に、日本経済への寄与という観点での評価軸というのがある

のですが、その評価軸に照らしてどういう寄与があるのかは、こちら、今度はプラスの付

加価値として訴求できるような仕掛けがあるといいのかなと思うところです。 

 ３点目ですけれども、今の価値訴求に関する論点の一つでもあるのですが、「カーボンニ

ュートラル」という言葉の定義についてです。スライド９でも紹介されているように、Ｉ

ＰＣＣの最新の第六次評価報告書において、Carbon neutralityは人為的な排出と除去の

均衡と定義をされています。その上で、そのCarbon neutralityの対象として、国、地域、

地区、商品、サービス、イベントなど幅広く指定されているところです。この定義は、１

つ前の2013年に発表された第五次評価報告書において、温度上昇が累積ＣＯ２排出量に比

例するという科学的知見が打ち立てられたことを踏まえたものであって、カーボンニュー

トラルを実現していくというこの検討会の、あるいは日本全体としての大きな目的の観点

からも、科学を踏まえた定義は重要です。この定義に照らすと、クレジットによるオフセ
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ットでカーボンニュートラルを訴求している既存の取組や商品・サービスの多くは、ＩＰ

ＣＣが定義するカーボンニュートラルとは整合的ではないように思われます。みずほリサ

ーチ＆テクノロジーズ様が紹介されたオランダ広告コード委員会の決定も、決定文がオラ

ンダ語で書かれているので、自動翻訳を使いながら何とか理解していて、正確に理解する

ところはやや難しいところがあるのですけれども、様々な論点がある中の一つとして、「ニ

ュートラル」の概念が科学的知見を踏まえて変わってきている点も関わっているように見

えます。 

 また、スライド22におきまして、ＬＮＧを輸入する業界団体であるＧＩＩＧＮＬのフレ

ームワークが紹介されていますが、ＬＮＧに関する業界がクレジット使用の透明性強化を

自ら進めていくという自己規律が働いている点は非常にすばらしいこととして評価される

べきとは思うものの、ざっと中身を拝読した限りでは、やはりＩＰＣＣの定義する「ニュ

ートラル」とは整合的ではないように思われました。除去ではないクレジットによるオフ

セット自体を否定するものでは全くないのですけれども、そういうオフセットを行った際

に、「ニュートラル」という言葉を使うのは科学的な観点から問題があると私は思っており

まして、「ニュートラル」というラベルではない形でどのような価値を訴求できるのかとい

った議論が必要だと思います。 

 最後に、諸外国を見ていても、取引制度の制度設計や、あるいはその制度の中でのクレ

ジットの需要と供給のバランス調整というのは容易ではなくて、どの国もずっと試行錯誤

が続いている状況です。そうした海外の事例を踏まえると、この取組が一発でうまくいく

というのはやはり考えにくくて、日本も恐らく試行錯誤の道をたどるのかと思います。ス

ライド13で来年度の実証事業に向けて市場の基本設計も示すとされていますけれども、こ

の実証が継続的な改善につながっていくように設計していくということも大事な観点では

ないかと思います。 

 以上、少し長くなりましたが、私の発言を終わりにいたします。どうもありがとうござ

いました。 

○有村委員長  上野委員、ありがとうございました。続いて、本郷委員、そして小山委

員の順番でお願いしたいと思います。 

○本郷委員  ありがとうございます。事務局、それから経済産業省さんでまとめていた

だいたペーパー、非常によくまとまっていて、特に論点整理については大体今考えられる

ような点がほぼ入っているのかなというふうに思います。そうした中で、ちょっとコメン
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トというのを手短にさせていただこうと思います。 

 それで、クレジットや、オフセットついては２種類に分けて考える必要があるのかなと

思います。規制的なものへの対応と、もう一つはボランタリーな活動です。また、ボラン

タリーな活動というのは、貢献の仕方は様々だと考えられます。そういったことを前提に

おいて議論を、あるいは整理を進めていったほうがいいのかなというのが一般論としてあ

ります。 

 それで、２つのポイント、クレジットの明確化と市場創設それぞれの、この２点につい

ての方向性について幾つかコメントをさせていただきます。 

 まず、クレジットの明確化、位置付けについては、やはり一丁目一番地は、クレジット

は経済的に見て合理的な手段であることです。貿易あるいは分業の利益と同じで、削減が

しやすいところで集中的にやっていくことで経済合理性があるという手段であるというこ

とをまず置いておくべきと思います。 

 ２つ目は、需要と供給に分けて整理していただいたのは非常によかったと思っておりま

す。クレジットを供給する側にとっては、排出量取引というのは削減事業のインセンティ

ブになりますが、需要が必要です。削減量に価格がつくことでインセンティブになります

が、１トンは１トンで同じ価値を持つかどうかというところについては、もう少しフレキ

シブルであっていいかもしれないと思います。特にボランタリーの場合、必ずしも１トン

は１トンで同じ値段ではないかもしれない。事実そうなっていますし、そこはやはり押さ

えておくべき点ではないかなと思います。 

 需要側については、ヒエラルキーアプローチがありますけれども、これはやはり使う側

にとっては選択肢の一つであるわけですね。オフセットで全てを解決するわけではなくて、

その選択肢の一つとして企業が、使う側が判断するということだろうと思います。では、

どういうときに使えるのかというと、いわゆるhard to abateのセクターであったり、ある

いは削減までの時間がかかる、そういう意味での時間を買うという使い方かなというとこ

ろだと思います。 

 それから、一つ気になるのは、「品質」という言葉ですね。この「品質」という言葉にど

こまでこだわるのかという話です。ボランタリーマーケットのところの特徴というのは、

新しい分野を切り開いてきたと。そこに位置付けというか、重要性があると思います。例

えば今非常に人気の高い森林のクレジットというのはＣＤＭなどの規制的なところでは成

立しなかったわけですが、ボランタリーのほうでいろいろやって、そして今ここまで来て
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いるわけです。新しいものをつくるという役割を考えていったときに、あまり品質という

言葉にこだわり過ぎてはいけない。最低限の要件は必要としても、予め決められた品質要

求に合わせて何かをやるという話ではなくて、むしろ新しいものをやるときに整理をして

いくというところで「品質」というものを捉えるべきだと思います。では、そのときの判

断軸は何かというと、削減量であり、経済産業省さんから説明が何度も出てきたインベン

トリにどう反映できるか。これは当然のことだろうと思います。これは非常に重要なポイ

ントと考えています。 

 もう一つは、やはり皆が納得できるものなのか。人々が見て、これは削減だと、あるい

は減らすことに貢献しているというふうにみんなが感じられるかというところ、これが判

断基準の一つになっていると思います。 

 ２つ目、市場創設の話ですけれども、これは先ほどの規制的な要求への対応と、ボラン

タリーな要求への対応、これに関係しますけれども、コモディティ化する部分とコモディ

ティ化しない部分があると思われます。ボランタリーなクレジットでも標準化されるもの

ありますが、新しい分野を開拓するものについてはコモディティ化はなかなかしていかな

いでしょう。削減事業の特性に応じて取引がなされ、価格も相対で決まるものと思われま

す。この２つがあるということに留意が必要だと思います。 

 そうした中で、これも気になるのは価格シグナルなんですけれども、価格シグナルが成

立するためには相当量の取引が頻繁に行われていることが前提条件です。ということは、

取引量が少ないときには価格シグナルというのは単純にやっては出てこない。ですので、

取引所においては当初の段階でできるだけプロバイダーを置いてみたり、あるいは、今、

Ｊ－クレジットの価格が見えているように入札で価格シグナルを出すとか、実務的な工夫

も必要だろうと思います。 

 市場創設のところ、３番目で非常に大事だなと思っていて、御指摘あったのは、情報開

示だと思うんですね。クレジットをどう使ったかというところ。これは、きっちり情報開

示する。例えばオフセット商品をした、あるいはオフセットしましたといったら、どうい

うところでどういうクレジットを使ったんだというようなことをできるだけ詳しく情報開

示するというのが基本ではないかなと思います。特に少量のオフセットであると、間接費

用が高くなってしまう傾向があると。本来、間接費用はできるだけ少ないほうがいいわけ

ですよね。むしろ直接に減らすほうにお金を投じたほうがいいわけですので、間接コスト

を抑えるための手法として情報開示というのも、テクニカルな手法としてあってもいいの
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かなと思います。 

 最後、全体の話なんですけれども、排出量取引、こうしてまとめていただいて感じるこ

とは、やはり20年近い歴史があるわけです。三、四年前とも違うし、10年前とも違う。ど

んどん変わってきていると。排出量取引の実情が変わってきているというところ。つまり

これはまだまだ発展途上の可能性があるということをやはり認識した上で、せっかくこう

いう話をしたというのはよい例になりますので、英語で外に発表する。皆さんの意見を集

めるときは英語でも発表し、世界に問うというような形でやられてはどうかと。特に多く

の日本企業はグローバル展開しているので、日本の国内のルールだけでやってはなかなか

うまくいきませんので、海外に向けて発信し、海外でも、反対する人もいるでしょうけれ

ども、やはり納得する人もたくさんつくってほしいなというところで、海外向けの発信を

最後にお願いしたいなと思います。 

 以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、３番目に小山委員、よろしくお願いいたします。 

○小山委員  ありがとうございます。聞こえておりますでしょうか。 

○有村委員長  よく聞こえています。 

○小山委員  三菱商事の小山と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 冒頭、みずほさんのプレゼンテーション並びに事務局様からの論点に関するプレゼンテ

ーション、非常によくまとまっており、大変勉強になりました。ありがとうございます。 

 また、冒頭御説明ありましたとおり、このカーボン・クレジット市場自体が非常に動き

が早いこと、並びにまだ不確定要素が大きい中で、マーケットの参加者としては今回作成

される「カーボン・クレジット・レポート」みたいな指針があると非常に動きやすくなる

という観点で、非常に重要な成果物であると感じております。 

 また、冒頭、上野さん並びに本郷さんからもコメントありましたとおり、論点自体は私

自身もほぼ全て網羅的にカバーされているのではないのかなというふうに考えております。

その上で、上野さん、本郷さんからもコメントございましたカーボン・クレジットの種類

という観点で、２点コメントさせていただければと思います。１点目が、論点③に挙げら

れているところの、ボランタリーカーボン・クレジットで相当調整されていないものとさ

れているものの種別のところ。２点目が、論点⑤のところで議論されている、カーボン・

クレジットの発生源となるプロジェクトが、除去（Removal）なのか削減（Avoidance）な
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のかを含めた種類のところ。この２点についてコメントさせていただければと思います。 

 １点目の、相当調整されているか、されていないかと。ＮＤＣに使えるか使えないかと

いう観点につきましては、日本国の国内制度の取扱いという観点では非常に合理的なアプ

ローチかなというふうにも個人的に思っております。一方で、弊社のように海外でのＣＯ

２の排出がある程度大きい、海外でのアクティビティーも多い日系企業においては、その

海外での動きにも合わせたレポーティング等々をしていく必要もございますので、現時点

でＴＳＶＣＭ、ＶＣＭＩ並びにＧＨＧプロトコル等で、そのクレジット利用のレポーティ

ングについて明確なルールはまだない状況と認識しておりますが、今後できていくことが

想定される中で、そこら辺との連携・整合性等々も取っていただけると、弊社としてはレ

ポーティングしやすくなるのかなというふうに考えております。 

 あと、２点目のところで、論点⑤の技術ベースの炭素除去のクレジットを増やしていく

べきであるという、この論点⑤－１のポイントについては、弊社もSouth Poleというスイ

スのカーボン・クレジット会社と一緒に、まさにこの技術ベースの除去クレジットを普及

させるイニシアティブのほうを現在取りくませておりまして、非常に我々としてもこうい

った動きがあると非常にありがたいなというふうに思っております。 

 一方で、それをやっている中で感じるのは、やはり一部技術系のものについては高いク

レジットになってきますので、そういったクレジットを買うバイヤーへのインセンティブ

も何かしらないと、制度だけが整ってもやはりそのインセンティブがないとなかなか普及

しない部分があるというふうに思います。先般、ＣＯＰ26にて、アメリカのジョン・ケイ

リーさんの主導でFirst Movers Coalitionといいうイニシアティブが立ち上げられて、こ

ういった新たな技術由来の製品を購入することをコミットする団体のイニシアティブです

とか、そこにインセンティブを与えるようなイニシアティブが立ち上がり始めていると思

います。もしかするとこういった取組は、経産省さんの取組ではカーボンニュートラルト

ップリーグのほうに該当するかもしれませんが、そういった新しい技術をサポートするよ

うな企業へのインセンティブ付け、に関するイニシアティブが必要なのかなというふうに

感じております。 

 私からは以上２点、コメントでございます。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続いて、金子委員、順番が分からないのですけれども、その後、加藤委員、小田原委員

の順番でお願いしたいと思います。それでは、金子委員、よろしくお願いします。○金子
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委員  ＳＭＢＣ、金子です。おはようございます。本日はありがとうございます。また、

皆さんお話しのように、冒頭の２つの御説明、大変包括的で勉強になりました。ありがと

うございました。 

 気付いた点として３点申し上げます。 

 まず１点目ですけれども、これは論点③、国内で流通するクレジットの活用の範囲とい

うところでございます。先ほど三菱商事の小山様からもコメントありましたが、例えば日

本裨益のある日本技術を活用したプロジェクト等のクレジットは、その分価格が高くなっ

てしまうという面があるのではないかと思っております。先ほどの今後のスケジュールで

業種別のヒアリングをされるというような御紹介がありましたけれども、例えばこういっ

た機会に、ぜひそのクレジット需要家側へのヒアリングも行ってほしいと思っております。

先ほどインセンティブが必要ではないかというような御意見もあったと思いますけれども、

このような御意見を拾っていただいて、どういった形でマーケットを拡大できるかを議論

できればと思います。 

 ２点目ですけれども、論点の⑤、時間軸の中でのクレジットの位置付けです。足元、事

業会社のお客様と会話していますと、であるＶＣＳやGold Standardで再エネ・省エネ由来

のクレジットに一部制限が加わっていること、追加性の議論があるというところから、需

要家の側で吸収系のクレジットへの関心が圧倒的に高まっているという印象を受けており

ます。 

 例えば資料の10ページで、カーボン・クレジットの購入による排出削減を移行措置とし

て重要という記載をいただいていますが、移行措置としてのカーボン・クレジットを盛り

立てていくという観点では、削減系のクレジットをしっかりと位置付けていく必要がある

のではないかと思います。例えば、具体的な適格要件とか、活用可能な時期についてロー

ドマップを引くとか、そういった明確化もある程度必要ではないかと思います。 

 ３点目は論点⑥、市場の基本設計です。ここまでも議論がありましたように、カーボン・

クレジットはかなり種類が多様ということでございますので、その価格の公示機能といえ

ども、なかなか一物一価みたいに見やすい形にはならないということで、いろいろな種類

があるということを前提に議論を進めていければなと存じます。 

 私からは以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、加藤委員、よろしくお願いいたします。 
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○加藤委員  三菱ＵＦＪ銀行の加藤です。 

 論点に沿って、幾つかコメントさせていただければと思います。まず、論点①のヒエラ

ルキーアプローチ。考え方自体、私自身賛成ですが、見方によっては、2040年まで引っ張

って、その後ようやくオフセットができるようにも読めると思います。加えて、論点③の

ところで、国内における企業の直接排出量の削減はクレジットが優先的に活用されること

が望ましいということが記載されており、この部分との関係も含めて、私たちのお客様で

ある企業の皆様が見ることも鑑み、丁寧な解説が必要かと思います。 

 2点目は論点②。18ページに、クレジットの内容含め、うまくまとまっていると思います

が、ここも企業の皆様がどうやってこれを活用していくのかという観点も必要かと思いま

す。例えば、会計上の開示をどうしていくのか、自社製品のカーボンニュートラル化にど

う適用するのか等。企業の活動上、もしくはカーボン・アカウンティング上、これらのク

レジットがどのように効いてくるのかというのをうまくリンクさせて説明すると、より分

かりやすくなるのではないかと思います。言葉の定義・分かりやすさも含めて整理が必要

かと感じました。 

 3点目は、質問というか、若干分からなかった部分です。21ページで、海外のボランタリ

ークレジットの活用事例が記載されていますが、例えば海外の森林に投資した場合、日本

のクレジット制度上、相当調整済みクレジットとして取り扱うことを意図しているのかど

うかという点が、前のページと併せて分からなかったので、後ほど教えていただければと

思います。 

 4点目は論点⑤。内容はこの通りだと思いますが、金子さんからもあった通り、この再エ

ネ・省エネの削減系のクレジットをどう考えていくのかという点は極めて重要かと思いま

す。私たちも今、脱炭素に向けてお客様のエンゲージメント活動を進めている中で、森林

等、吸収系クレジットの話が増えてきています。一方で再エネ・省エネについては、エネ

ルギー基本計画の中でも2030年に向けて強力に進めていく必要があると認識していますが、

追加性の問題を鑑み、いずれ、この種のクレジットが減少していくということを踏まえて、

また証書の活用といった選択肢もある中で、時間軸や代替手段も含めた議論が必要かと思

います。 

 加えて、この論点⑤のところは、新技術・イノベーションをどう考えるかという視点は

金融機関からすると極めて重要かと思います。イノベーションは、なかなか短期的なリス

クリターンだけで判断するのが困難だと思います。我々は今、インパクト投資的な考え方
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を採用しようと考えていますが、インパクトとリターンの関係性を証明していくのが困難

な中、イノベーションはＣＡＰＥＸだけでなくＯＰＥＸも重要だと思っています。クレジ

ットの創出をしながらキャッシュフローを生んで、それをベースに資金付けがされていく

といった観点が重要だということです。以前の在り方研究会でも御紹介させていただきま

したが、我々は、例えばカリフォルニアの水素ステーションに資金提供させていただいて

おり、この案件は排出権を売却して、そのキャッシュフローを返済原資にしていくといっ

たようなストラクチャーで組成しています。 

 もう1点、クレジットの期間も考慮する必要があると思っています。今、Ｊ－クレジット

は期間が８年で、その後ベースラインを見直した上で８年プラスという形になっています

が、これからＤＡＣとか森林とかいろいろ出てくる中で、その８年で本当に事業がペイす

るのかといった観点です。ここは、追加性の議論とのバランスもあると思いますが、この

点も考慮していく必要があると思っています。 

 最後に、論点⑥の市場のところですが、ここもどういう市場を意図しているのかという

点、しっかり議論していきたいと思います。世界から日本市場に資金を引っ張ってくるよ

うに見えますが、世界に市場を開放していく中で、国内のクレジットの流出を招くといっ

たこともあり得るのではないかというように見えたので、今後議論しながらクリアにして

いきたいと思います。 

 特にこの市場のところ、金融機関としては特に流通面は気になるところです。今後、業

界ヒアリングを通して意見収集していく予定と認識しましたが、この検討会の外でも積極

的に意見出しをしていきたいと考えております。 

 一旦、以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続いて、小田原委員、森澤委員の順番でお願いしたいと思います。小田原委員、よろし

いでしょうか。 

○小田原委員  ＩＮＰＥＸの小田原です。よろしくお願いします。いろいろ御意見が出

た後ですので、私としてはエネルギー業界の立場からのコメントという形でお話しさせて

いただければと思います。 

 資料２の１６ページで触れられているように、カーボン・クレジットによるオフセット

の前提としてミティゲーション・ヒエラルキーに従った排出回避、低減が必要であると認

識しています。当社がクレジットを長期オフテイク契約する場合や、事業参画を検討する
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場合、カウンターパートからしばしばミティゲーション・ヒエラルキーに沿った対応をし

ているかの確認を受けます。特に我々が石油ガス企業ということで、ミティゲーション・

ヒエラルキー先にありきという説明をしないとその交渉に入れないというようなマーケッ

トが存在するということをまず御報告します。 

 資料２の２３ページで指摘されているように、カーボン・クレジットを回避・削減と吸

収・除去に区分し、残余排出量に対しては吸収・除去クレジットの活用を推奨する考えが

あることは認識していますが、ＲＥＤＤ＋を回避・削減区分としてひとくくりにしてしま

うことには違和感があります。ベースライン設定やリーケージ管理が課題となっているこ

とは承知していますが、それらに対応している質の高いＲＥＤＤ＋プロジェクト、たとえ

ばＴＳＶＣＭの議論の中で認められるような形のＲＥＤＤ＋については、自然系クレジッ

トの側面を考慮した差別化があってもよいのではないかと考えています。 

 資料２の１８ページに「国際移転の調整がされたものについては、我が国のＮＤＣにも

反映される」と記載がありますが、ホスト国で相当調整されたボランタリークレジットを

日本企業が購入・無効化した場合の日本のＮＤＣへのカウントのあり方について検討いた

だきたいと思います。 

 Ｖｅｒｒａは、企業がその目標達成のために無効化しオフセットした場合は、ダブルカ

ウントになるので、受入国のＮＤＣには充当できないという考えのようですが、京都メカ

ニズムでは、企業が購入した京都クレジットを国に寄付することで、企業と国の双方でオ

フセットに活用していたような記憶があります。 

 このあたりは、第６条の議論でもまだ固まっていない分野だと認識していますので、ホ

スト国で相当調整されたクレジットを企業が取得・無効化した場合に、企業でのオフセッ

トと国のＮＤＣへの反映を両立させる方策をご検討いただけないでしょうか。 

企業のネットゼロ目標とＮＤＣ目標へのクレジットの活用の両立という、京都メカニズ

ムのときにはなかった課題だと思います。 

  

 資料２の２０ページでは、ホスト国で相当調整されていないボランタリークレジットを

カーボンニュートラルＬＮＧ/ガスに使用した場合について、サプライチェーン排出に対

してのみ訴求できると読み取れますが、以下２ケースにおけるクレジットの活用について

当局の関与をご検討いただけないでしょうか。いずれも質の高いボランタリークレジット

の使用を前提としています。 
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ケース１は、カーボンニュートラルガスを国内ガス会社が消費者に販売する場合です。こ

の場合、現在は当該ガス会社が消費者に対してカーボンニュートラルの価値を認めてもら

い一定のプレミムのせるケースがあります。当該ガス会社自身がカーボンニュートラルで

あることを消費者に訴求しているのですが、一定の基準を満たす海外クレジットを使用し

ているカーボンニュートラルガスであることを当局に認定いただくことによって、消費者

に訴求する仕組みは考えられないでしょうか？ 

ケース２は、カーボンニュートラルＬＮＧ/ガスを国内ガス会社が発電事業者や事業会社

に販売し、そこで燃焼される場合です。この場合、現状は温対法に基づいて当該事業会社

は排出量を報告することになりますが、まずは当局に質の高い海外クレジットを使用して

いることを認定頂いた上で、温対法報告上、カーボンニュートラルガスの燃焼による排出

量を脚注表記することを、当局から推奨いただき、事業者がオフセット努力していること

を評価する仕組みは考えられないでしょうか？ 

 資料１の１５ページで紹介いただいていますが、ＣＣＳのボランタリークレジット化の

方法論を策定するＣＣＳ＋ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅに当社は三菱商事さんと一緒に参加し

ています。このＣＣＳ＋の方法論も参考にしていただき、国内のクレジット制度にＣＣＳ

事業を加えて頂きたいと思います。 

 最後に、資料２の２２ページで、カーボンニュートラルＬＮＧについてＧＩＩＧＮＬが

紹介されていますが、当社もカーボンニュートラルＬＮＧの販売においては、検証可能な

排出量の算定基準を持つことが重要だと考えています。このイニシアティブも参考にしつ

つ、しっかり対応して参ります。 

 以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、森澤委員から御意見をいただけますでしょうか。 

○森澤委員  有村先生、ありがとうございます。 

 すごくよくいろいろと事務局のほうでまとめていただいているなと思います。この今回

の趣旨が、「カーボン・クレジット・レポート」をまず作成して、それからどういうものが

可能なのかということを検討していくことだというふうに理解しているのですが、カーボ

ン・クレジットとは何かという中でいろいろとまとめていただくこと、日本はまだ始めて

いない──いろいろボランタリーな部分は少し始まってはいますが、諸外国から見ればや

っていないように思われている中で、何か行動が起きてくることは必要だろうと思ってい
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ます。 

 そこで、クレジットの種類と性質の整理ですか、論点②のスライド18でいただいている

ところになりますけれども、ここの中のクレジットの性質によります整理の事例というと

ころに、日本のＮＤＣにも反映されると。これは日本にとりましては、ＮＤＣ、かなり削

減しないといけないものになっていますので、ここですね、どのように日本のＮＤＣに反

映できるのか、重要なことだと思いますし、今、2030年の目標としまして46％の部分の削

減を出していくわけですけれども、それを来年の末にはさらに高めていかないといけない

という中では、どれぐらい排出量の削減を日本ができていくのかという中では、いろいろ

な取組があっていいというふうに思います。 

 その中でも、どういう排出量のクレジットができてくるかという中では、論点③でいた

だいていますところの中でいろいろなものをいただいてはいるのですけれども、何か、私

自身が混乱してくるようなところが、「ボランタリー」というのが、何がボランタリーなの

かというところで、ここを少し整理していただきたいと思うんですね。ボランタリーなク

レジットというのは、どこがボランタリーなのか。これは購入するのとかが、まず、参加

がボランタリーだというのがボランタリーで、自主的な参加というのがありますよね。そ

の昔にイギリスの排出量取引制度ができたときも、これはボランタリーで、キャップ・ア

ンド・トレードではありましたけれども、参加がボランタリーだというところがありまし

た。ただ、入ったからには、ある程度のキャップが決まっていて、そこで排出権の取引が

その市場の中で行われたと。今議論されているこの「ボランタリーなクレジット」という

のは、あくまでもベースライン＆クレジットの部分を自主的に購入するのかなと。ここが

ちょっと事務局のほうから御説明いただきたいと思うんですが、どの点がボランタリーな

のかというところが少し混乱してしまいましたので、御説明いただきたいかと思います。 

 参加がボランタリーだけれども、入った方々が一生懸命取引していただく。そこの部分

におきましては取引所システムのような形も可能になってくるかと思いますが、あくまで

も購入をボランタリーでベースライン＆クレジットで考える場合には相対取引になってし

まうのではないかなと。誰のクレジットでもよいわけではないということで、どういうク

レジットを買いたいかということが重要になってきますので、構造的には大分違ってくる

と思うんですね。そこの部分がこのクレジットの整理の中でも、この言葉として「ボラン

タリー」とつけている部分はどれにかかってくるのかということで変わってくるかなとい

うふうに思っています。 
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 あと、いろいろな企業さんが参加されるということであれば、需要側として購入いただ

けるのであれば、それはすばらしいと思いますが、そのインセンティブが何なのかという

ところが、これからのヒアリングによるかとは思うんですけれども、なかなか見えてこな

いところになりまして、例えば企業さんで言いますと目標設定ですね。自主的な目標設定

をされた部分で、そこが達成できない部分を買おうかなと思っていただくと。そういう部

分があったりとか、どういうような部分を需要側でのニーズとして今後検討されるのかと

いうところも必要になってくるのかなというふうに思います。 

 ただ、このようなカーボン・クレジットのレポートができてくること、それからこうい

った活動が開始されるということに関しましては賛成です。これのところは進めていただ

きたいというふうに思いますし、行動を起こしていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 それでは、吉高委員、御意見いただけますでしょうか。 

○吉高委員  どうもありがとうございます。クレジットの状況についてまとめていただ

きありがとうございます。 

 私も幾つか気付いた点がございまして、申し上げたいと思います。森澤さんがおっしゃ

っていた、またほかの委員の方も言っていたように、今回のパリ協定６条の決定事項につ

いて共有すべきなのではないかと思っています。ＣＯＲＳＩＡに関して、使用可能なクレ

ジットについて６条２項で解釈されていると認識しておりますし、ＩＴＭＯで使われるも

のが基本的には６条２項で使われるのではと思いますので、今後の６条２項の運用スケジ

ュールに合わせて、クレジットの活用についてはそれを主体に考えていくべきではないか

と思っているのが１点でございます。その点について御見解を事務局のほうからしていた

だきたいと思っています。 

 また、私の認識では、ＪＣＭで日本は１億トンをＮＤＣにカウントする目標とのこと。

１億トンを日本が獲得していくだけでも相当の資金が必要になってくるときに、今回、カ

ーボン・クレジット・レポートをまとめるということでは、様々な視点があってもいいと

は思いますが、民間も含め限られた資金源で国のプライオリティーをどこにおくのか、先

のことまで見据えた道筋を明確にしていただく必要があるのではないかと思いました。 

 特にヒエラルキーアプローチは、あくまでもまず自身が下げるということが優先でござ

いますので、オプションは多く持つとしても、このクレジットの活用において日本がどう
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あるべきかということはある程度明確にしていくべきなのではないかと思いました。私自

身がカーボン・クレジット・ビジネスに20年前から関わってきましたが、今回ＣＯＰに行

きまして、相当の変化を感じております。以前でしたら、途上国のために資することとい

うことであればＮＧＯでも比較的前向きに捉えてくれていた方からも、かなり考え方が変

わってきている。パリ協定で途上国も削減目標を持ったというのが大きなゲームチェンジ

にはなっております。その認識を踏まえた上で、クレジットの整理をしていっていただけ

ればと思っております。 

 カーボン・クレジットの「需要と供給」について、要は供給側の立場が主体だと思って

いるので、まず供給側の資金など要望を理解していないと、国際的にはなかなかクレジッ

ト活用の意義は醸成がされないのではないかというのが、今回のＣＯＰに行って感じたこ

とでございます。 

 したがって、海外のクレジットは海外との関係が強く出ますので、国内クレジットの議

論とは分けていただく必要がある。国内のクレジットは国内の政策である程度決めていけ

る部分もありますが、海外のクレジットは６条の動向によって変わりますので、最終レポ

ートには大いに反映される必要があろうかと思います。 

 最後に、ＩＳＳＢが注目されます。先ほど加藤さんがおっしゃったとおり、企業の情報

開示、会計上の情報開示が請われている中、クレジットがどう扱われるか整理される必要

があります。企業にとってカーボン・クレジットの取得による償却や売却を開示した際の

財務リスク、さらに、レピュテーションリスクというのは相応に出てくると思いますので、

科学的データに基づいたクレジットというものを訴求していただく必要があると思ってお

りまして、レポートに含まれる必要もあると思っています。 

 最後に、市場についてですが、日本国内で位置づけの整理ができないままで、市場創設

まで今回のレポートに入れることというのは慎重に検討するべきではないかと思っていま

す。これまで日本でも何度も市場の設計の実証プログラムは繰り返されてきています。有

村先生もよく御存じかと思いますけれども、最初の設計段階で混乱しますと、システム構

築に莫大な費用もかかりますし、特に相対取引の課題を解決ということになれば、システ

ムなどの構築も必須になってまいりますので、慎重に考えていく必要もあります。また、

クレジットのトランスパレンシーの面では、ブロックチェーンや、暗号通貨の活用みたい

なことを言われますが、一方で暗号通貨の利用に相当なエネルギーがかかると言われてお

ります。多大なエネルギーをかけてシステムを構築して市場をつくることが本当にいいの
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かということも含めて御検討いただければと思います。もちろん、供給側だけではなく、

需要側の御意見も聞いていただくということは大変重要かと思います。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 それでは、ちょっと、私も委員として何点か意見を申し上げたいと思います。皆様、多

岐にわたる御意見をありがとうございました。かなりいろいろな点を御指摘いただいて、

非常に参考になったと思いますし、私自身も勉強になった面もございます。 

 それで、まず１点、価格のことで、今、吉高委員から市場創設はなかなか大変ではない

かというようなお話がありました。もう既に日本も何度かやっているので、今回やるとき

は多分慎重に本当にやったほうがいいのだろうなとは思います。特に日本の場合は、ほか

の国と違って排出量取引の規制がない、削減義務が発生していないところでこれを今やろ

うとしているというところで、そのバックグラウンドがないところでこれをやろうという

ところなので、そこはハードルが高いのではないかというのは考えております。上野委員

からもありましたように、これは多分、始めても相当試行錯誤していかなければならない

だろうということで、中長期的な取組になるのだろうなというふうに思っています。 

 これに関連しまして、今回この「カーボン・クレジット・レポート」というのをつくっ

ていくということなのですが、これも相当スピードの早い業界の話なので、どんどんどん

どんアップデートされていくことが必要なのではないかと。なので、今年１回限りのレポ

ートではなくて、何か割と更新しやすいようなタイプのものにしてできるととてもとても

よいのではないのかなと思っております。 

 特に、私だと、例えば世界銀行のカーボンプライシング・ダッシュボードは、世界各国

の動向を見るのに今どうなっているのだということが、すごく分かりやすくなっていて、

それはずっと更新されているので活用しているのですけれども、そんなようなものになる

と非常にいいのではないかなと思っております。 

 それに関連しまして、本郷委員、その他、ほかの委員からもあったと思うのですけれど

も、国際的に見やすいものにすると。日本でやっていることが国際的に発信できるという

ようなことはとても大切ではないかと思いますので、英語での発信というのもきちんとさ

れるとよいのではないかと思いました。その際に、当然そうなってきたときに国際的な整

合性を取る部分と、あと国内で活性化する部分というのも注意しながらやったほうがいい

だろうと思います。 
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 私自身、2016年ぐらいから、環境省がカウンターパートになって日中韓のカーボンプラ

イシングフォーラムというのがあって、それに参加しています。アジアでもこういった、

既に中国・韓国でクレジットの市場というのはもう大きくなって動いているので、そこに

負けないようにというか、それよりも存在感が出せるような感じでやっていかないと、カ

ーボンニュートラル＋経済というところでやっていく上では難しい、ハードルがあるのか

なと思っております。 

 それから、事務局からあと網羅性という視点もいただきました。かなり多くの人に参加

を期待するというような面で言うと、政府調達で、例えばカーボン・オフセットの製品を

自治体・官公庁が積極的に買うというような社会になっていくというのも、一つクレジッ

トの需要を誘発するという意味ではいいのかなと思っております。その場合、いわゆるＮ

ＤＣに活用できる規制的な、上野さんがおっしゃったカーボンニュートラルに真に貢献す

るクレジットと、もう少しボランタリーな形でいろいろな人が参加できるようなタイプの

クレジットと、違うタイプのクレジットができるのかなというふうに思いました。 

 これが私の委員としての意見です。 

 幾つか質問や御意見があったので、事務局のほうから御回答できるところは御回答いた

だければと思います。よろしくお願いします。 

○梶川室長  環境経済室の梶川です。 

 今日は、本当はいろいろな意見をいただいたほうがいいかなと思うので、何か我々がお

答えするというよりは、本当は一緒に考えながらという気もしますけれども、少しだけベ

ーシックなところの理解はちょっと森澤委員からも御指摘があったので、共有したほうが

いいかなと思っています。 

 「ボランタリー」と言っている意味の話です。これはみずほの内藤さんから御説明いた

だいたペーパーに沿う形でお答えすると、まず最初にクレジットとしての考え方で、ベー

スラインクレジットとキャップ・アンド・トレードがあるということだと思っています。

今回の議論は、基本的にはこのベースラインクレジットの話です。ベースラインクレジッ

トの中でも、みずほのペーパーでいくと４ページ目ですね。クレジットの大まかな分類と

いうことで、国連なり政府がクレジットの登録を含めてやっている話と、民間主導という

ことでＶｅｒｒａとかＧＳとかがやっているものがあるということで、今回射程としては

これらベースラインクレジット全体でして、その中でもボランタリーのクレジット、民間

主導のものについてどういう形で活用ができるのかというのが一定の焦点を当てていると
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いうことだと思っております。 

 その中で、先ほど吉高さんからもお話ありましたけれども、６条というのが決まったと。

相当調整をしたものとそうではないものが出てくるということですので、この相当調整し

たものを例えばどういう形で扱うのかとか、こういった論点の整理になるのかなと思って

います。そのため、「ボランタリー」というのは、今申し上げたような形の理解をしており

ます。 

 あとは、もう一つ、参加がボランタリーなのかどうかという話があったと思います。こ

れは少し別の研究会で議論をしておりますけれども、仮称で「カーボンニュートラル・ト

ップリーグ」と言って、自ら目標値を設定して、それに対して実績に応じてそこの過不足

についてクレジット化して、それをやり取りするという構想も出しておりまして、そちら

の場合は、いわゆるプロジェクト由来というよりは組織に基づいて排出量がどういう形で

出たかというところを取引するというものですので、これは少し違う議論かなとは思って

おります。 

 すみません、ちょっと今の御説明で理解が深まったか分かりませんけれども、今回はど

ちらかというと民間主導のボランタリークレジットというところと、ベースライン型のと

ころについての具体的な国内制度における明確化というのを議論していくことかなと思っ

ております。 

 あとは、詳細はいろいろとあるのですけれども、もしよろしければ、オブザーバーの方

で取引所の方とかも入っていただいていますので、もしオブザーバーからも御意見をいた

だければなと思っております。 

○有村委員長  はい。今回できるだけ多くの方の御意見を伺いたいということで、オブ

ザーバーの方で今御参加の方、林野庁から挙手をされたようなので、御意見、コメントを

いただければと思います。 

○増山オブザーバー  林野庁の増山と申します。本日はありがとうございます。 

森林吸収源対策を私どもが実施しておりまして、将来的なカーボンニュートラルの実現

に向けた吸収源の役割が重要になるということで、この機会を私どもとしても重要なもの

というふうに捉えております。 

 企業のネットゼロ目標達成をしていくためには、やはり吸収源を使わなければいけない

ということなので、いかに森林の議論がこの全体の議論の中でも組み込まれるか、それが

重要なのかなというふうに思っております。 
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 ２点申し上げたいのですけれども、１つは、特に森林のクレジットの供給が非常に限ら

れているというところでございます。将来的に、どれぐらい伸びていくのかというところ

は非常に気にされるかなと思いますが、私どもとしては、まだまだポテンシャルはたくさ

んあるというふうに思っておりまして、Ｊ－クレジットの全体の信頼性を失わないという

ことは非常に大切なのですけれども、その中でいかに使い勝手がよい形にしていくかとい

うところを問題意識として持っておりますので、今まさしくＪ－クレジットの制度改正も

含めた議論を始めたところでございますので、どんどん供給を増やせる形に持っていきた

いなというふうに思っております。これが１点目でございます。 

それから、２点目ですが、市場の創設というところで、今まで相対取引を中心に行われて

きた中で、森林由来のクレジットというのもなかなか売り先を見つけることが難しいとい

うことなので、非常に重要な機会だと思いますが、ただ、やはり価格がどうなるかという

ところは非常に気にしておりまして、林業者から見たときには、なるべく高く売れたほう

がいい。こういうクレジット収入を林業経営にいかにうまく使っていくかという視点も重

要になってきますので、今日議論にありましたとおり、炭素以外の価値を、森林というの

は非常にたくさんいろいろな価値があります。地域の雇用であったり、あるいは生態系保

全であったり、あるいは花粉症対策につながるとか、そういったものを開示をすることに

よっていかに買い手側から森林クレジットを選んでいただくかということを、その取引の

中でどういうふうに制度設計していくかというところは非常に重要だと思っておりますの

で、ぜひ一緒に考えていければというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 ほかのオブザーバーの方でコメント、御意見をいただける方はいらっしゃいますでしょ

うか。日本取引所、松尾さん。 

○松尾オブザーバー  日本取引所グループの松尾でございます。本日はオブザーバーで

お招きいただきましてありがとうございます。 

 取引市場創設のお話がありまして、現状のクレジットの姿、多種あったり流通量も少な

いのではないかという御懸念がありまして、なるほど、私どもにとっても参考になる御意

見かなと思います。 

 一つ、柱となるのは梶川室長からございましたトップリーグ構想で、自主的に参加する

形とはいえ、排出量取引をつくると。削減価値クレジットというものが出てくるのですけ
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れども、恐らくその制度設計として補助的な削減目標達成手段として、ここで出てくるプ

ロジェクト由来の外部クレジットというものも出てくるのかなと。ＥＵＥＴＳでも、メイ

ンはＥＵＡを提出しつつ、補助的に数量的な制限がありつつＣＲが目標達成手段として認

められるという構造と基本的に同じになるので、そこをある程度前提にして考えていけば、

ある程度もしかするときちんとした、自主的とはいえ目標達成手段の義務が課された形で

の外部クレジットの取引というのも出てくるのかなというふうには感じております。もし、

その認識が正しいのかどうかというところもあるかとは思います。 

 あと、市場メカニズム、パリ協定の６条２項の相当調整のところで、ＮＤＣに貢献する

かどうかというところ。市場で取引するときに、そういう区分がついているというような

カテゴリーで取引するという需要も出てくるのかなというところの、１点、ＣＯＲＳＩＡ

で認められているボランタリークレジットというのは、相当調整がついているものという

条件になっているのか、それとも相当調整の条件がついていないでＣＯＲＳＩＡの適格性

が認められているのかという点が、もし分かれば教えていただければと思います。 

 ありがとうございます。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 続きまして、国土交通省、オブザーバーの方。渡邉さんからコメントいただけますでし

ょうか。ありがとうございます。 

○渡邉オブザーバー  ありがとうございます。国土交通省港湾局の渡邉と申します。本

日は検討会のほうにお招きいただきましてありがとうございました。 

 今日の資料の中でも吸収源のブルーカーボンのところを取り上げていただいていまして、

Ｊブルークレジットというふうにも記載をいただいているのですけれども、実はこれ、経

産省さんのほうの技術研究組合法に基づいて、ジャパンブルーエコノミー技術研究組合と

いうものを昨年の７月に国土交通大臣認可をしておりまして、ブルーカーボンに関する試

験研究を今行っております。そこの中で、このブルーカーボンを対象にしたクレジット制

度を昨年度から試行しておりまして、実際にその組合のほうがホームページ上で公募をか

けて、実際の取引なんかもちょっとやらせていただいております。 

 そこの中で、やはり企業さんのお声を聞くと、温対法の告示に位置付けていただいて、

排出量の控除に使えるとありがたいとか、そういうふうに御意見をいただいております。

現段階では試行ということで、ボランタリークレジット的な位置付けにはなるのですけれ

ども、行く行くはインベントリですとかＮＤＣへの反映なんかも目指して国交省としても
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取組を進めていきたいというふうに思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたし

ます。 

 どうもありがとうございました。以上です。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 その他、委員の方、オブザーバーの方で御意見、コメントがまだある方はいらっしゃい

ますでしょうか。上野さん、また手を挙げられていますか。 

○上野委員  すみません、２回目なのですけれども、よろしいでしょうか。よろしくお

願いいたします。 

先ほど委員の議論の中で、小田原委員から、ＲＥＤＤの除去という話がありましたが、こ

れは科学的な観点から見てかなり問題がある概念だと思うので、少し説明します。除去と

いうのは人為的に大気中からＣＯ２を取り除くことを指していて、森林関係で言うと植林

や再植林を指します。これに対してＲＥＤＤは、何もしなければ森林が破壊されてしまう

のを止めることなので、「除去」ではなくて「削減」や「回避」と呼ばれており、厳格に区

別があります。ＲＥＤＤで品質が問題とよく言われるのは、「回避」にすらなっていない、

つまりリーケージを起こしているのではないかとか、ベースラインの引き方がおかしいの

ではないかとか、いろいろな批判があるというのは小田原委員も御指摘されているとおり

なのですけれども、それに対して対応をしたことによって「除去」になるのではなく、ち

ゃんとした「回避」になるということです。その線引きは、制度での決めの問題というよ

りは科学的な話でありますので、触らないほうがいいと私は思っています。 

 ただ、意図的に「ＲＥＤＤ＋」ではなくて「ＲＥＤＤ」という言葉を使ったのですが、

ＲＥＤＤ＋としたときの「＋」の中にはいろいろなものがあって、私も全部は覚えていな

いのですが、その中の１つに炭素蓄積の増強があり、それは大気中から取り除く部分があ

るので、そのＲＥＤＤ＋におけるプラスの一部には除去的なものがあると理解しておりま

す。そう意図されているのかは分からないのですが、資料５のスライド23で、「初期」のと

ころで「既存の再エネ・省エネ・ＲＥＤＤ等」となっている中で、「ＲＥＤＤ＋」ではなく

て「ＲＥＤＤ」とされているのはこの点が関係しているのかなと深読みし過ぎかもしれな

いのですけれども、そのようなことを思いながら資料を拝見していたところでした。ＲＥ

ＤＤ自体の価値や重要性への疑義や否定ではなくて、あくまで科学的に見たときに「除去」

の定義について、我々で触ってはいけないものを指摘しておきたいという趣旨です。どう

もありがとうございました。 
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○有村委員長  ありがとうございました。 

 そのほか、二巡目の御意見等、おありの方はいらっしゃいますでしょうか。三菱商事の

小山委員。 

○小山委員  すみません、２回目で恐縮なんですが、クイックに２点だけコメントを最

後にさせてください。 

 １点目が、吉高さんもコメントありましたけれども、最後の「カーボン・クレジット・

レポート」のところに、アーティクル６の結論ですとか、あと京都議定書との違いみたい

な、過去との差みたいなのがあると、マーケット参加者としては非常に分かりやすいので

はないのかなというふうに思いました。 

あと、２点目が、市場の設立のところなのですけれども、海外の市場と競争していくと

いうよりは、何かしら協業して、一緒にカーボンクレジットの取引量を上げていくという

のは一つオプションかなとも思いましたので、例えばＣＩＸとかと協業するとか、そうい

ったところで取引量を一緒に上げていくということも何か検討として含めていただけると

面白いのかなというふうに思っております。 

 以上です。すみません。 

○有村委員長  ありがとうございました。 

 それでは、最後に事務局より連絡事項などがあればよろしくお願いいたします。 

○井上調整官  本日は活発な御議論をいただきまして、誠にありがとうございました。 

 本日の議事録につきましては、事務局で取りまとめまして、皆様に御発言内容の確認を

させていただきまして、ホームページに掲載させていただきたいと思っております。 

 次の検討会は１月以降を予定しておりますので、また日程が決まりましたら御連絡をさ

せていただきます。 

 事務局からは以上でございます。 

○有村委員長  それでは、本日はこちらで閉会といたします。 

 本日は御参集いただき、誠にありがとうございました。どうもありがとうございました。 
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